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１．濵口プラン 
 
２．名古屋大学アジア展開戦略会議 
 
３．名古屋大学の国際化の状況 
 
４．アジア地域における名古屋大学のこれまでの活動実績 
 
５．アジア等地域における我が国の人材養成貢献の課題 
 
６．「アジア諸国の国家中枢人材養成プログラム」の創設 
 
７．そのほかの取組の構想 

「アジアのハブ NAGOYAをつくる」 
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３ 



  ２．名古屋大学アジア展開戦略会議（案） 
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国際関連プログラム等 
 
G３０Program（国際プログラム群） 

 
 

  学 部：6コース 11プログラム 
 
  （工、理、農、法、経、文） 
 
 
  大学院：7コース 17プログラム 
  （工、理、多元数理、生農、医、経、国言、文） 

大学の世界展開力強化事業 

リーデング大学院博士課程プログラム 

留学生数等  
 

外国人留学生数 
 

    【目標】    3,000名        2020年度   
 

１,７９１名  （２,１２２名）  2013.11.1現在 
１,７９９名  （２,２１６名）  2012.11.1現在 
１,７４９名  （１,９８２名）  2011.11.1現在 
１,６６５名  （１,８８０名）  2010.11.1現在 
１,５６６名  （１,７８１名）  2009.11.1現在 
                                                  （   )内は、各通年度 
 

 

 

日本人学生海外派遣者数 
 

【目標】 １,000名  2020年度 
   

６０５名    ２０１２年度 
５０４名    ２０１１年度 
２２０名    ２０１０年度 
１５０名    ２００９年度 
１４６名    ２００８年度 

   

名古屋大学交換留学受入プログラム 
（NUPACE） 

名古屋大学夏期集中講座 
（NUSIP） 

名古屋大学国際環境人材育成プログラム 
（NUGELP） 

 ３.  名古屋大学の国際化の状況 

海外語学研修（英語、中国語、独語、仏語)   
  ※「仏語」は2013年度新規 
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1. 英語コースの新設・充実 【2011秋開始】 
2. 短期交換留学（派遣・受入）の促進 
3. 学生募集の強化・戦略的なAO入試 
    選    考：出願要件：3.0GPA以上 
       （英語以外を第一言語としている場合：TOEFL 80 iBT以上,IELTS 6 以上） 
  書類審査：エッセイ（2課題）等 
      面  接：直接面接、スカイプ面接、TV会議面接、現地面接等 
 
4. 留学生・外国人教員の環境の整備 
5. 留学生に対する日本語教育の充実・ 
 日本で就職できる留学生の育成・支援 
6. 海外拠点の活用 2020年 

留学生 
 3,000人(20％) 

2012年 
留学生 
2,200人 

2009年 
1,800人 

 グローバル30プログラムによる国際化 

   大学の中に 

多様な文化を！ 

6 



英語教育の充実・強化 

１．グローバル３０ for Everyone 

     ・大学院講義の英語化に向けた英語力アップ講義（2013.10～） 

    （英語による模擬講義体験） イブニングコース（18:30～19:30）                       

   ・留学希望者のための weekend  TOEFL 講座（2013.11～） 

                                                               Saturday (AM) 

     ※いずれも、教員・事務職員の聴講可 
 

 

 

２．春期集中留学準備講座 

  ・TOEFL対策＆留学プログラム（2014.3～） 

 

３．ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ大学院「Ph.Dﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ登龍門」開講講座（ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭｶｳﾝｼﾙとの連携） 

   ・Global English Pronunciation Workshop (2013.8･9) 

         ・名古屋大学職員研修 (2013.8･9) 

     アカデミックスタッフ向けコース（関係構築、大学間契約） 

     学生対応スタッフ向けコース（ビジネススピーキング、ビジネスライティング） 
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名古屋大学の海外拠点 

 
 
 
 
 
 
 
 

ウズベキスタン      
--------------------------------- 
○日本法教育研究センター 
タシケント国立大学(2005年設置) 
○ウズベキスタン事務所 
  タシケント(2010年設置) 

 
 
 

 
 
 

モンゴル      
-------------------------------------- 

  ○日本法教育研究センター 
       モンゴル国立大学(2006年設置) 
  ○フィールドリサーチセンター  
モンゴル科学技術大学(2009年設置) 
 ○モンゴル事務所 
   ウランバートル(2013年設置) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中国      
--------------- 
○上海事務所 

上海 
(2005年設置) 

 
 
 

名古屋大学 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
ベトナム      
--------------- 
○日本法教育研究センター 
 ハノイ法科大学 
  (2007年設置) 
  ホーチミン市法科大学 
  (2012年設置) 
○アジア内視鏡トレーニングセンター 
 フエ医科薬科大学 
 (2013年設置) 
 ハノイ医科大学 
 (2013年設置予定) 
 ホーチミン医科薬科大学 
 (2013年設置予定) 
 

 

             インドネシア      
            ------------------------ 
          ○日本法律研究センター 
             ガジャマダ大学 
                    (2014年設置予定) 

 

                        カンボジア     
             ------------------------- 
              ○日本法教区研究センター 
                                   王立法経大学(2008年設置) 

 

            ミャンマー      
            --------------- 

                         ○日本法律研究センター 
          ヤンゴン大学 
          (2013年設置) 

 

     ラオス      
                  --------------------- 

     ○日本法律研究センター 
     ラオス国立大学 

     (2014年設置予定) 

 
 
 
 
 
 
 

アメリカ 
-------------- 
○NPO法人            

テクノロジー・  
パートナーシップ 
ノースカロライナ州

(2008年設置) 

 
 
 
 
 
 
 

ドイツ 
--------------     

○ヨーロッパセンター 
フライブルク大学 

(2010年設置) 
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 法学分野 

 
 
 

法政国際教育協力研究センター（CALE) 

現地法学部学生に対し、日本語による日本法教育  
優秀な20名の学生 

 

 
さらに優秀な学生各国１～２名を国費留学生として受入 

 
アジア諸国の法整備に携わる人材を育成 

日本法教育研究センターの設置 

 2005年設立 
 ウズベキスタン 

2006年設立 
モンゴル 

2007年設立 
ベトナム（ハノイ） 

2008年設立 
カンボジア 

20１２年設立 
ベトナム（ホーチミン） 

20１３年設立 
ミャンマー 

インドネシア
（予定） 

ラオス 
（予定） 

  ４．アジア地域における名古屋大学のこれまでの活動実績 
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u ヤンゴン大学との学術交流協定締結 

   日緬の総合大学同士の協定は初めて 

   (教育省管轄の大学間交流は、教育大臣の許可が 

     必要。) 
 

u ヤンゴン大学内に「ミャンマー・日本法律 

     研究センター」設立（２０１３年６月） 

体制：  
日本人法律家 ２名、ミャンマー人法律家1名 

例・ミャンマーセンターの設立 
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ラオス 
Laos 

モンゴル Mongolia 

ミャンマー Myanmar 

司法省 

副大臣 司法省 

国際協力局長 

ハノイ法科大学 

比較法センター長 

日本法教育研究センター 
    （ハノイ） 

ウズベキスタン 

国家大学法学部 

副学部長 
国営石油会社 

首席法務顧問 

ベトナム Vietnam 
日本法教育研究センター 

日本法教育研究センター 
    （ホーチミン） 

カンボジア Cambodia 

日本法教育研究センター 

日本法教育研究センター 
ミャンマー・日本法律研究センター 

国立法律研究所 

副所長 

日系企業 

法務部長 

法律事務所 

パートナー2名 

国会法制局 

局長 
最高人民裁判所 

裁判官研修所長 

司法省長官 

ポル・ポト法廷裁判官 

外務省 

副局長 

国立経営大学 

学長 

内閣府 

事務次官 

ウズベキスタン Uzbekistan 

内閣府 

局長 

私立大学 

法学部長・弁護士 

私立大学 

法学部副学部長 
王立法経大学 

教授 

カンボジア開発評議会 

長官補佐 

外務省 

副大臣秘書官 

最高裁判所 

国際協力部副部長 

中央銀行 

国際協力部副部長 

法科大学 

講師8名 

国家と法研究所 

研究員 

国立大学法学部 

准教授4名 

NGO 

法務担当 

外務省 

書記官 

中央銀行 

法務部長 

名古屋大学 

ウズベキスタン事務所 

副所長 

国立大学法律政治学部 

講師６名 

最高人民裁判所 

局長 司法省判決執行局・局長 

ラオス・日本法律研究センター 

ラオス国立大学 

法律政治学部 

学部長代行 

治安省補給総局 

局長 
司法省法律宣伝普及局 

次長 

弁護士会 

副会長 

首都ヴィエンチャン市 

人民裁判所・副所長 

名古屋大学 
法学研究科 

ＣＡＬＥ 
治安省警察総局 

官房長 

国連政府代表部 

書記官 

大統領府 

局長 
法務長官府 

局長補佐 

大学法学部教員2名 

国会法制局 

顧問 

首都高等裁判所 

判事 

鉱物資源省 

法務部長 
私立大学 

准教授2名 

外資企業 

人事課長 

法務長官 

秘書官 

法務長官府 

課長 

ミャンマー・日本法律研究セン
ター 研究員 

弁護士 

名古屋大学事務所 

修了生のネットワーク 
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名古屋大学 大学院医学系研究科 

Young Leaders’ Program (YLP) in Healthcare Administration 
ヤング・リーダーズ・プログラム 医療行政分野 （2003年～ 現
在） 
  

YLP医療行政分野の目標と活動（ＹＬＰ留学生の日本における研修と教育） 
アジア・東ヨーロッパ諸国14ヶ国より、原則一国一名の医療行政官（又は相当する者）を毎年採用

し、各国の保健行政の将来を担うリーダーを養成する。具体的に当該国の実情に関連した医療行
政をテーマとした研究を指導・教育し、1年で修士号を与える 

卒業生107名全員が修士号取得、2013年9月
にさらに11名が取得予定 

   
Poland 

Romania 

臨床医学概論 
内視鏡 シミュレーションラボにて体験 

放射線影響研究所Field Trip 広島 

厚生労働省訪問、意見交換 東京 国立保健医療科学院(NIPH)にて
1か月研修 和光市 

愛知小児保健医療センターにて一週間
ワークショップ 大府市 

佐久総合病院Field Trip  緊急ドクター
ヘリの見学 佐久市 
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• 修士論文97編、専門誌掲載45編 
• 各国政府内において影響力のある地位についた修了生：  

計18名（部長級以上）  

特筆すべき成果 

カザフ副大臣Dr.Ruslan Akemetov バングラデシュ首相室長Dr. Baizid Riaz 
ミャンマー保健大臣秘書官長
Dr. Nyi Nyi Latt 

モンゴル保健省政策局長 
Dr. Sereenen Enkbold 

ラオスXiengkuang県知事（右）と
Dr. Ye Yang政治局（左） 

タイ、保健省健康促進局長 
Dr. Ekachai Pien 
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名古屋大学大学院国際開発研究科 
国際開発協力分野で活躍するグローバル人材と発展途上国の
社会経済行政分野で国づくりを担う中核人材の育成 

• 日本で最初の国際開発協力分野の専門大学院として1991年に設立 

• 在学生の半数は留学生（うち女性は52％） 

• すべて英語による授業・学位取得可能 

• 世界76か国から、のべ826名の留学生を受け入れた実績（うちアジアか

らの留学生が657名；80％）、多くは帰国後、母国の国づくりに貢献 

• アジア拠点大学・国際機関との連携によるグローバルに
活躍する人材の育成 

• アジアを中心に世界14大学との学術交流ネットワークを
構築 

• アジア諸国の社会経済開発分野に関する国際共同研究の
蓄積 

• 多くの修了生が学位取得後、母国の行政官・大学教員と
して活躍 14 



母国で活躍する修了生 

CHET Chealy 
（カンボジア、2002年博士取得）
カンボジア王立プノンペン大学学
長ASEAN政府間人権委員会議長 

Ika Permata Sari 
SILALAHI 

（インドネシア、2013年修士取得）

インドネシア外務省外交官 

• 留学生修士号取得者：633名、博士号取得者： 

193名 

• アジア各国政府において幹部人材となった 

修了生：115名 

KEA Kiri Renol （カンボジア、2005年博士取得） 
カンボジア 内閣府国際関係研究所 事務次長 

EM Hoy （カンボジア、2004年修士取得） 
カンボジア 国立麻薬取締機構 副長官 

DUONG Chantha （カンボジア、2008年修士取得） 
カンボジア 外務国際協力省 政府アドバイザー 

Tolkunbek Sagunbekovich 
ABDYGULOV 

（キルギス、 2005年修士取得）

キルギス首相府経済戦略開発局

局長（閣僚級） 

 Rizal Affandi LUKMAN 
 (インドネシア、2000年博士取得） 

経済担当調整副大臣 

Khamfong SOMMALA （ラオス、2011年修士取得） 
ラオス 計画投資省国際協力局 副局長 

Andin HADIYANTO（インドネシア、2000年博士取得） 

インドネシア 財務省財政政策局 局長・大臣補佐官 

Edi Effendi TEDJAKUSUMA(インドネシア、2001年博士取
得)インドネシア国家開発企画庁（BAPPENAS） 副大臣 

Nouamkam CHANTHABOULY  
（ラオス、2008年修士取得） 

ラオス教育省渉外局多国間 

  協力部長 

Kouthong SOMMALA  
（ラオス、2007年修士取得）   

ラオス計画投資省国際協力局 

アジア太平洋アフリカ部次長 

Joyo Aguja MARIO （フィリピン、2002年博士取得）元
フィリピン国会議員、現Mindanao State University 
General Santos准教授 

Quoc Tuan DANG （ベトナム、2003年修士取得） 
ベトナム計画投資省 開発戦略研究所 副所長 15 


